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Neely(2008) の “Exploring the financial consequences of the servitization of 
manufacturing”の論文を基盤として分析を進めている。当論文は 2004 年のデータセット























































主義と高い品質を兼ね備える製品の製造・輸出から Japan as No.1 と呼称されるまでにな
った。そして 1960年頃から中国・韓国をはじめとする東アジア諸国の成長が加速している





「Kaldor の成長の法則」によると、製造業の生産量の成長と平均 GDP 成長率には正の関





































また、Desmet, Dierdonck, & Looy (2003)と Ward & Graves(2007)は、サービス化とは何
かを具体的に説明するのではなく、世間の流れに焦点を当ててサービス化の状況を説明し





































































































このような変化に対して、Baines et al., (2009)は大きく 5 つの流派に分類した。５つの流
派とは、１．サービス化の意義・方策・事例等について言及する Servitization、２．製品
のサービス化について記述する Product Service System(PSS)、３．モノとサービス間では
マーケティング手法が異なることを説いた Service Marketing、４．製造業のオペレーショ
ンに固執するのではなくサービスに特化したオペレーションの重要性を説いた Service 








第二に、製品のサービス化の種類を記述する Product Service System(PSS)である。最初
に PSS の概念を提示した Goedkoop (1999)によると、PSS とは持続的に競争優位を保つこ
とができ、顧客のニーズを満たし、伝統的なイノベーションモデルに比べて環境への影響
が少ない、製品、サービス、プレイヤーネットワーク、それらを支えるインフラのことと







位置付けられている（Kim, Son, Yoon, & Park, 2015）。 
PSS の分類をいくつに分けるかは諸説あるが、ここでは、Tukker (2004) 及び
Neely(2008)の内容をもとに５つに分けて説明することとする。５つとは、Integrated 
Oriented PSS、Product Oriented PSS、Service Oriented PSS、Product Oriented PSS、Use 
Oriented PSS であり、大きくモノの所有者が「顧客」か「供給者」かで段階づけられる。
供給者になるにつれて、サービス化の進展度合いが上がっているといえる。 







ウトソース等を指す。３点目に、Service Oriented PSS に関しては、モノの所有者は、未だ
顧客であるが、既にサービスが組み込まれた製品が付加価値として提供される。Product 
Oriented PSS との違いとしては、Product Oriented PSS は顧客ニーズをモノで充足させる




機器設置がそれにあたる。４点目に、Use Oriented PSS であるが、モノよりもサービスが
顧客の求める主体となり、サービスを通してモノが提供される形態である。故に、モノの
所有者が顧客からサービス提供者に移ることが多い。例えば、リースサービスがそれにあ








(出所) Tukker (2004) 及びNeely(2008)をもとに筆者作成 















容である。Chase & Garvin(1989)によって提唱された「Service Factory」構想は、製造業が
サービス化していくビジネスにおいては、製造業マネジメントコンセプトを覆し、サービ
ス的マネジメントの必要性を説いた。 









れを実現する IT との融合が求められているといえよう。 
 

































じた地域クラスターの競争力向上」となっている（野村, 2015, p.52）。 
また、この Industry4.0 の仕組みは、地域へ落とし込む施策も整っており、Intelligent 
































































































在するが、その企業が推し進めるクラウド・ビッグデータ・AI をまだ IT が進展していな
い業種に展開することで相乗効果をもたらすことを目的とした政策である。将来的には、





































がある。まず、補完としてのサービス化としては、Rolls Royce と Apple と Alstom がある。
Rolls Royce では航空機のエンジンにサポートサービスを付与して販売する「Power by The 
hour」を実施し、Apple では iPhoneや iPad の端末に iTunesやApple Store等のオンライ
ンサービスも包括的に提供し、Alstom は「Train Life Services」という保守から技術支援
等までのカスタマイズ支援を提供している。次に、代替としてのサービス化に関しては、





造業を対象として分析を実施し、サービスを開始した企業の業績は利益率が 3.7 から 5.3％
程度上昇し、従業員数も 30％上昇すると結論づけた。サービス化はゆっくりだが着実に進
展し、これによって効果を出しているとしている。また、Eggert, Hogreve, Ulaga, & 






















なった論文についてである。Fang, Palmatier, & Steenkamp(2008)は、1990年から 2005年
までの477の製造業のデータを扱い、サービス化による企業価値をTobinのqではかった。





















本論文では、Neely(2008)の “Exploring The financial consequences of The Servitization 





(PSS)5 分類にその 12 分野をマッピングし、サービス化の進展をより詳細レベルに導きだ
すことに成功した点である。 
具体的には、定量データの取得方法として、OSIRIS というグローバルの上場企業の財務
情報を取得できるデータベースを活用している。OSIRIS のデータベースとは、A Moody’s 
Analytics Company の子会社である Bureau Van Dijk が提供するデータベースである。
Bureau Van Dijk は現地の調査会社から情報を収集・整理し、企業情報を提供する企業であ
り、その中でも、OSIRIS は、世界中の上場企業や一部未上場企業を含む、大規模な企業の
財務情報を包括する。 




その結果、要約すると下記 10 の作業を実施している。 
1． SIC コードのうち製造業に該当するリストを作成 
2． サービス化の種類として、5 つのプロダクトサービスシステム（PSS）を分類 
3． サービスタイプを 12 に分類し（Design and Development Services, Systems and 
Solutions, Retail and Distribution Services等）、分野別のサービスの進展度合いを把握 
4． 25ヵ国におけるサービス化の実施度合いについて傾向把握 








9． 従業員規模 x サービス化の範囲で T検定を実施し営業利益率への影響を把握 
















第二に、業種の中から製造業を特定する。US Standard Industrial Classification（SIC）
コードを利用し、10－39 までの、27 の業種を抽出した。これは大分類にすると、SIC コー
ドの 10-14 が鉱業、15－17 が建設業、20－39 が製造業に分かれる。 
 
第三項 財務情報の収集 
第三に、財務情報を OSIRIS DB から抽出するうえで、企業の財務データの抽出にうつ
る。項目としては、企業毎に“Description and History” “Country Code” “US SIC”“Profit 









第四に、 “Description and History”からサービス化の抽出方法について説明する。
“Description and History”とは、企業の歴史・業務内容がテキストベースで記述されたも
のである。OSIRIS DB の中に、業種・売上・営業利益と共に抽出できる項目であり、企業
のビジネス概要を理解するために役立つ。事例として Appendix に NIPPON CHEMICAL 
INDUSTRIAL CO LTD、TOKYO KIKAI SEISAKUSHO LTD、CHIYODA CORPORATION




の SEARCH関数を用いて、キーワードに合致した場合は 1 を、合致しない場合は 0 を記
述して特定した。具体的な関数としては、IF(ISNUMBER(SEARCH(“keyword*”, $セル番
号)),1,0)を用いた。まず、「サービス化を実現しているか否か」に関しては、上記 SEARCH





査するために、12 の文言に適合しているか否かを調査した。12 の文言とは、 “Consulting 
Services”、“Design and Development Services”、“Financial Services”、“Installation and 
Implementation Services”、“Leasing Services”、“Maintenance and Support Services”、
“Outsourcing and Operating Services”, “Procurement Services”, “ Property and Real 
Estate”, “Retail and Distribution Services”、 “Systems and Solutions”、 “Transportation 
and Trucking Services”である。これらを抽出するために、Consulting Services であれば、
consulting と service の両方の文言が含まれている場合に 1 を立てた。また、Design and 
Development Services の場合は、Design または Development を含み且つ Service を含む





て数値化して捉えることができる。例えば、NIPPON CHEMICAL INDUSTRIAL CO LTD
を例にとると、The Company is engaged in The manufacture, purchase and sale of 
chemical products and  electronic materials.ということで、製造業メーカーであることが
分かる。また、The Company operates in four business segments. のため、4 つのセグメン
トが存在することが記述されている。そのうち、The Leasing segment is engaged in the 
leasing of real estate, as well as The provision of real estate management and Consulting 
Services.のため、リースのセグメントにおいては、不動産とコンサルティングサービスを
実施していることが分かる。The Others segment is involved in The sale of books, The 
measurement of environment, The provision of chemical filters, as well as The design, 
construcion and sale of air conditioning facilities and equipment, among others.また、その他の
セグメントのうち、デザインの要素もサービスとして手掛けていることがわかる。これらから、
NIPPON CHEMICAL INDUSTRIAL CO LTD では、サービス化を実現しており、サービス
化の範囲は“Leasing Services”、 “ Property and Real Estate” 、“Consulting Services”、
“Design and Development Services”の４つであると言うことができる。 
 
第六項 PSS の抽出 
最後に、12 分類では非常に詳細な分類になる過ぎることから、先行研究の通り、5 通り
の Product Service System の分類も実施することにした。第３章第３節の図１の通り、所
有者が顧客か供給者かで分類することができ、そのレベルに応じて“Integrated Oriented 
PSS” 、“Product Oriented PSS”、 “Service Oriented PSS” 、“Use Oriented PSS”、 “Result 
Oriented PSS”に 5 分類されると考える。ただし、留守番電話がボイスメールサービスに置
き換わるように、完全にサービスがモノを代替する形式である Result Oriented PSS に関し
ては純粋なサービス業としての位置づけとなるため、今回の製造業のサービス化の範囲か
ら除外する。 
その前提で、12 のサービス化の分類を、“Integrated Oriented PSS” 、“Product Oriented 
PSS”、 “Service Oriented PSS”、 “Use Oriented PSS” にマッピングすることである。
Neely(2008)の先行論文で記載の通り、“Integrated Oriented PSS”には Consulting Services, 
Financial Services, Retail and Distribution, Transportation and Trucking Services,  




Development Services, Installation and Implementation Services, Maintenance and 
Support Services, Outsourcing and Operating, Procurement Services を、“Service Oriented 































企業のうち、OSIRISデータベースの Description and History に Service の文言が入ってい
るものは 1、入っていなければ 0 として、どの程度全体の企業数のうちサービス化を実現
できているか傾向値を掴む。尚、チェコはサービス化の実施が０のため、チェコは排除し
て検討する。 
図２の通り、2004 年のサービス化比率は、高い順番にアメリカ 58.6％、フィンランド 




高い順番にフィンランドの 63.5％、シンガポール 58.2％、ノルウェイ 55.3％であり、一方
低い順番にオーストラリア 10.8％、スペイン 19.6％、オーストリア 25.0％である。基本的
に多くの企業がサービス化の割合を増やしているが、その中でも、中国の 2794.3％と、フ
ランスの 284.1％と、インドネシアの 280.8%と、日本の 263.8％の成長率は特筆すべき値で
あろう。 
 ただし、アメリカと台湾とバミューダとスペインとオーストラリアはサービス化の割













焦点を当てたとき、アメリカは 4.63 で高い水準となり、次に、ドイツの 3.63、イギリスの





















フィンランド 63 40 63.5%  93 49 52.7% 120.5% 
シンガポール 232 135 58.2%  63 31 49.2% 118.3% 
ノルウェイ 38 21 55.3%  75 23 30.7% 180.2% 
フランス 183 98 53.6%  488 92 18.9% 284.1% 
オランダ 49 25 51.0%  119 48 40.3% 126.5% 
アメリカ 1,419 703 49.5%  2,590 1,517 58.6% 84.6% 
スイス 114 55 48.2%  137 38 27.7% 173.9% 
マレーシア 377 181 48.0%  539 246 45.6% 105.2% 
インドネシア 191 82 42.9%  157 24 15.3% 280.8% 
ベルギー 44 18 40.9%  77 29 37.7% 108.6% 
イギリス 283 114 40.3%  820 209 25.5% 158.0% 
タイ 239 92 38.5%  229 46 20.1% 191.6% 
ドイツ 192 70 36.5%  449 132 29.4% 124.0% 
デンマーク 33 12 36.4%  102 21 20.6% 176.6% 
台湾 1,117 355 31.8%  435 117 26.9% 118.2% 
日本 1,515 465 30.7%  1,693 197 11.6% 263.8% 
ギリシャ 52 15 28.8%  62 15 24.2% 119.2% 
スウェーデン 88 25 28.4%  153 42 27.5% 103.5% 
ケイマン 458 127 27.7%  142 38 26.8% 103.6% 
バミューダ 177 48 27.1%  195 55 28.2% 96.1% 
中国 2,033 551 27.1%  1,031 10 1.0% 2794.3% 
オーストリア 28 7 25.0%  69 10 14.5% 172.5% 




オーストラリア 833 90 10.8%  141 32 22.7% 47.6% 











ギリシャ 15 70 4.67 
アメリカ 703 3,257 4.63 
フランス 98 448 4.57 
デンマーク 12 50 4.17 
フィンランド 40 163 4.08 
ノルウェイ 21 85 4.05 
スイス 55 215 3.91 
台湾 355 1,376 3.88 
オーストリア 7 27 3.86 
スウェーデン 25 95 3.80 
インドネシア 82 298 3.63 
ドイツ 70 254 3.63 
イギリス 114 407 3.57 
シンガポール 135 452 3.35 
マレーシア 181 566 3.13 
タイ 92 277 3.01 
バミューダ 48 138 2.88 
日本 465 1,332 2.86 
オランダ 25 70 2.80 
ベルギー 18 50 2.78 
スペイン 9 25 2.78 





ケイマン諸島 127 259 2.04 
中国 551 1,097 1.99 









また、詳細の分野別に目を移すと、Design and Development Services と Systems and 
SolutionsとRetail and Distribution Servicesは2004年2018年共に高いものの、Outsourcing 
and Operating Services が 1182.8％の成長率を遂げ２番目に高いサービス化コンポーネン
トへと変化を遂げている。また、その他、Transportation and Trucking Servicesは2763.3％、
Leasing Services は 431.3％と高い成長を遂げている。一方、Maintenance and Support 

































178 1.7% 1182.8% 
Systems and Solutions 1669 17.0% 
 
1660 15.6% 109.1% 
Retail and Distribution Services 1288 13.1% 
 
1278 12.0% 109.4% 




1256 11.8% 92.7% 




534 5.0% 149.3% 




22 0.2% 2763.3% 
Property and Real Estate 464 4.7% 
 
289 3.7% 127.9% 
Financial Services 421 4.3% 
 
299 3.8% 113.0% 
Leasing Services 423 4.3% 
 
105 1.0% 431.3% 
Consulting Services 357 3.6% 
 
280 2.6% 140.0% 
Procurement Services 123 1.3% 
 
























第四節 PSS 別 
では、12 分野のサービス化分類をプロダクトサービスシステムにマッピングしたケース
について調査をする。図表６で記載する割合は、サービス化を実現している企業を母数と
したときに取り組んでいる PSS の割合である。このデータは 2004年の先行研究では取り
上げられていないため、2018年データのみとなるが、Use Oriented PSS以外では半数以上
の企業において実践されていることが分かる。尚、その中でも Product Oriented PSS の割
合が 87.1％と極めて高く、順番に Integrated Oriented PSS の 63.6％、Service Oriented PSS
の 49.9％、Use Oriented PSS の 12.8％となっている。多くの企業ではモノからコトへを実














63.6% 87.1% 49.9% 12.8% 
(出所)Neely(2008)をもとに筆者作成 
 
第五節 SIC 別 
最後に、SIC 別の状況を整理する。この表も 2004年の先行研究では作成されていないた
め、過去との比較はできない。Neely(2008)の論文では、US SIC の 10－39 までを包括的に
収集しているが、これらは 27項目にも跨り SIC 別の傾向把握が困難であるため、簡易に



















鉱業 1022 204 20.0% 668  3.3  
建設業 546 285 52.2% 1080  3.8  














RQ3:４つの PSS 別に見たとき、PSS 別に利益率に有意な値は出ない（先行研究）。 
RQ4:サービスコンポーネント別では、固定費がかからない Design and Development と

































度数 9841 9841 9841 9841 9841 9841 6621 8514 
平均値 0.34 1.14 0.22 0.30 0.17 0.04 8009 5.51 
標準偏差 0.473 1.955 0.411 0.456 0.375 0.203 26076 7.34 
分散 0.224 3.821 0.169 0.208 0.141 0.041 679958441 53.92 





最大値 1 11 1 1 1 1 664500 19.98 
最小値 0 0 0 0 0 0 100 -19.98 
 





















R2 乗 0.008 
F 16.627 
観測数 6372 



































  小規模 中規模 大規模 
サービス化有無 0.318 0.752 0.338 
 (1.013) (0.464) (0.415) 
サービスの範囲 -0.707*** -0.534*** -0.196** 
 (0.261) (0.123) (0.090) 
従業員数 0.007** 0.001*** 0.000* 
 (0.003) (0.000) (0.000) 
定数項 3.111*** 5.329*** 6.667*** 
 (-0.818) (0.300) (0.164) 
R2 乗 0.026 0.014 0.003 
F 8.061 13.275 2.943 
観測数 904 2905 2561 
(***p<0.01; **p<0.05; *p<0.1) 
図表 11：企業規模別のサービス化の進展が利益率に与える影響 
被説明変数 利益率     
  小規模 中規模 大規模 
サービス化範囲１－２ -0.967 0.058 0.180 
 (0.881) (0.412) 0.396 
サービス化範囲３－４ -1.688** -0.712* -0.570 
 (0.834) (0.409) (0.365) 
サービス化範囲５－６ -2.611** -2.175*** -0.546 
 (1.090) (0.562) (0.407) 
サービス化範囲７以上 -8.528*** -4.126*** -1.075* 
 (2.349) (1.111) (0.607) 
従業員数 0.007** 0.001*** 0.000 




定数項 3.104*** 5.306*** 6.667*** 
 (0.818) (0.298) (0.161) 
R2 乗 0.028 0.014 0.003 
F 5.255 8.207 1.691 
観測数 904 2905 2561 
(***p<0.01; **p<0.05; *p<0.1) 
 
第四項 PSS 別の利益率に与える影響 (RQ3 の検証) 




 検証方法としては、被説明変数を利益率、説明変数を Integrated Oriented PSS＋Product 
Oriented PSS＋Service Oriented PSS＋Use Oriented PSS＋従業員数として重回帰分析を実
施した。４つの PSS が利益率にどのような違いがあるかを分析することを目的とする。 
 結果、図表 12 の通り、Service Oriented PSS のみ、-0.921%利益率に有意となった。Service 







 図表 12：PSS別のサービス化が利益率に与える影響 
被説明変数 利益率 





Product Oriented PSS 0.011 
 (0.292) 
Service Oriented PSS -0.921** 
 (0.294) 






R2 乗 0.007 
F 9.333 
観測数 6372 
(***p<0.01; **p<0.05; *p<0.1) 
 
第五項 サービスコンポーネント別の利益率に与える影響 (RQ4 の検証) 
 第五項では、「RQ4: サービスコンポーネント別では、固定費がかからない Design and 




 モデルとしては、被説明変数は利益率、説明変数は Design and Development Services
＋Systems and Solutions＋…＋Transportation and Trucking Services（サービスコンポーネ
ント 12 種類）＋従業員数とした。 
その結果、図表 13 の通り、Design and Development Services はプラス 0.632％有意とな
ったが、Systems and Solutions は-0.603％、Installation and Implementation Services は
-0.806％、Outsourcing and Operating Services は-0.862％、Leasing Services は-0.806％と













Design and Development Services 0.632** 
 (0.285) 
Systems and Solutions -0.603* 
 (0.312) 
Retail and Distribution Services -0.227 
 (0.316) 
Maintenance and Support Services -0.163 
 (0.330) 
Installation and Implementation Services -0.806*** 
 (0.378) 
Financial Services -0.474 
 (0.448) 
Property and Real Estate 0.651 
 (0.433) 
Consulting Services 0.074 
 (0.459 
Outsourcing and Operating Services -0.862*** 
 (0.299) 





Leasing Services -0.806* 
 (0.450) 






R2 乗 0.011 
F 5.345 
観測数 6372 
(***p<0.01; **p<0.05; *p<0.1) 
 






























被説明変数 利益率         
  中国 ドイツ イギリス 日本 アメリカ 
サービス 2.021 3.986** -4.632** 0.787 -0.211 
 (-0.886) (-1.679) (2.069) (0.548) (1.100) 
サービスの範囲 -1.109* -0.856** 0.149 -0.234 -0.283 
 (0.633) (0.398) (0.467) (0.163) (0.197) 
従業員数 0.000 0.000* 0.000 0.000 0.000*** 
 (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) 
定数項 7.767*** 5.272*** 6.176*** 6.042*** 5.659*** 
 （0.886） (-0.554) (0.821) (0.164) (0.450) 
R2 乗 0.003 0.042 0.058 0.002 0.024 
F 1.990 2.657 4.864 1.001 7.058 
観測数 1963 181 236 1474 857 
(***p<0.01; **p<0.05; *p<0.1) 
図表 15：国別のサービス化の進展が利益率に与える影響 
被説明変数 利益率         




サービス化範囲１－２ 0.903** 1.545 -4.040** 0.168 -0.882 
 (0.427) (1.517) (1.916) (0.414) (1.227) 
サービス化範囲３－４ 0.527 1.126 -3.323** -0.175 -1.039 
 (0.599) (1.292) (1.668) (0.417) (0.724) 
サービス化範囲５－６ 0.026 -0.565 -4.467** -0.207 -1.323* 
 (1.377) (1.511) (1.775) (0.644) (0.704) 
サービス化範囲７以上 0.649 -2.164 0.465 2.427 -2.841** 
 (3.868) (-3.674) (4.144) (3.638) (0.911) 
従業員数 0.000* 0.000 0.000* 0.000 0.000*** 
 (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) (0.000) 
定数項 7.060*** 5.392*** 5.925*** 6.084*** 5.585*** 
 (0.178) (0.557) (0.814) (0.162) (0.449) 
R2 乗 0.004 0.025 0.055 0.001 0.025 
F 1.574 0.920 2.684 0.343 4.356 
観測数 1963 181 236 1474 857 
(***p<0.01; **p<0.05; *p<0.1) 
 























被説明変数 利益率     
  鉱業 建設業 製造業 
サービス化有無 -2.317 -1.612* 0.708** 
 (1.892) (0.903) (0.321) 
サービスの範囲 -0.414 0.310 -0.395*** 
 (0.421) (0.190) (0.078) 
従業員数 0.000 0.000 0.000*** 
 (0.000) (0.000) (0.000) 
定数項 6.361*** 5.855*** 6.086*** 
 (0.828) (0.401) (0.115) 
R2 乗 0.047 0.009 0.008 
F 4.000 1.136 16.064 
観測数 244 395 5731 
(***p<0.01; **p<0.05; *p<0.1) 
 
図表 17：SIC別のサービス化の進展が利益率に与える影響 




  鉱業 建設業 製造業 
サービス化範囲１－２ -2.233 -0.327 0.115 
 (1.744) (0.905) (0.293) 
サービス化範囲３－４ -5.595** 0.187 -0.565** 
 (1.649) (0.708) (0.287) 
サービス化範囲５－６ -3.117* -0.099 -1.286*** 
 (1.650) (0.849) (0.362) 
サービス化範囲７以上 -6.771* 0.432 -2.552*** 
 (3.463) (1.231) (0.613) 
従業員数 0.000* 0.000 0.000** 
 (0.000) (0.000) (0.000) 
定数項 6.329*** 5.605*** 6.085*** 
 (0.809) (0.393) (0.114) 
R2 乗 0.060 0.001 0.008 
F 3.047 0.104 8.949 
観測数 244 395 5731 
(***p<0.01; **p<0.05; *p<0.1) 
 









ただし、定量分析を実施するにあたり、最低 50 は N 数を確保する必要がある点を鑑みた
とき、鉱業と建設業は N 数が足りないため、製造業のみに絞ると共に、50 に達しないド
イツ小規模及びイギリス小規模について事前に除去する。よって国別５カ国 x 企業規模別
３種類 x SIC１種類-ドイツ小規模-イギリス小規模で、13 種類を今回の対象とする。次に、
モデルに関しては、２種類用意する。１種類目は、被説明変数は利益率、説明変数はサー
ビス化ダミー＋従業員数である。２種類目は、被説明変数は利益率、説明変数は Integrated 







に関しては、中国の中規模製造業で Product Oriented PSS に 1.569％の有意、イギリスの
大規模製造業では Integrated Oriented PSS に 3.793％、Product Oriented PSS に-9.406%の
有意、日本の大規模製造業では Integrated Oriented PSS に-1.396%の有意が出ている。最
後に、アメリカにおいては、中規模製造業の Service Oriented PSS に-3.665%の有意、大規




図表 18：国別 x 企業規模別 x SIC別のサービス化が利益率に与える影響 
被説明変数 利益率             
 中国 ドイツ イギリス 
 小規模 中規模 大規模 中規模 大規模 中規模 大規模 
  製造業 製造業 製造業 製造業 製造業 製造業 製造業 
サービス化範囲１－２ 1.316 0.893 0.869 1.150 1.589 -5.395 -5.579*** 
 (3.000) (0.626) (0.609) (2.757) (1.962) (3.283) (2.544) 




 (3.488) (0.872) (0.900) (2.193) (1.873) (2.916) (2.275) 
サービス化範囲５－６ -1.576 1.651 -2.007 1.744 -0.163 -6.595** -4.146* 
 (5.425) (2.221) (1.986) (2.737) (2.130) (3.239) (2.348) 
サービス化範囲７以上 N/A -6.328 N/A N/A -2.481 -0.618 -3.235 
  (6.980)   (3.484) (9.431) (7.044) 
従業員数 -0.002 -0.001** 0.000 0.001 0.000 0.000 9.468*** 
 (0.011) (0.000) (0.000) (0.001) (0.000) (0.002) (1.331) 
定数項 7.625** 8.254*** 6.911*** 3.504** 6.824*** 3.701 9.468*** 
 (3.108) (0.547) 1.279 (1.718) (0.857) (2.428) (1.331) 
R2 乗 0.015 0.008 0.005 0.018 0.046 0.094 0.111 
F 0.309 1.528 1.058 0.294 0.685 1.614 1.496 
観測数 84 978 799 68 76 83 65 
 
被説明変数 利益率           
 日本 アメリカ 
 小規模 中規模 大規模 小規模 中規模 大規模 
  製造業 製造業 製造業 製造業 製造業 製造業 
サービス化範囲１－２ 0.333 -0.474 0.957 -4.032 -0.496 -1.518 
 (1.393) (0.605) (0.662) (5.673) (2.436) (1.502) 
サービス化範囲３－４ 0.360 -0.297 -0.202 -0.662 -0.880 -0.336 
 (1.400) (0.647) (0.691) (3.166) (1.392) (0.889) 
サービス化範囲５－６ 1.004 0.290 -1.005 3.558 -0.880 -0.772 
 (3.392) (1.288) (0.957) (2.967) (1.392) (0.843) 
サービス化範囲７以上 N/A 2.344 N/A -10.254** -3.007** -0.915 
  (3.589)  (4.525) (1.386) (1.007) 
従業員数 -0.002 0.000 0.000 -0.001 -6.875*** 0.000 
 (0.005) (0.000) (0.000) (0.013) -1.979 (0.000) 
定数項 5.615*** 5.905*** 6.377*** 1.493 2.348** 6.910*** 




R2 乗 0.001 0.004 0.009 0.127 0.088 0.009 
F 0.068 0.454 0.944 1.752 4.724 0.715 
観測数 258 623 443 65 250 420 
(***p<0.01; **p<0.05; *p<0.1) 
 
図表 19：国別 x 企業規模別 x SIC別のサービス化の進展が利益率に与える影響 
被説明変数 利益率             
 中国 ドイツ イギリス 
 小規模 中規模 大規模 中規模 大規模 中規模 大規模 
  製造業 製造業 製造業 製造業 製造業 製造業 製造業 
Integrated Oriented PSS -4.361 -1.283 0.321 4.871 0.861 1.014 3.793* 
 (3.749) (0.876) (0.839) (3.033) (2.117) (3.593) (2.175) 
Product Oriented PSS 5.588 1.569** 0.306 -2.363 0.917 -2.679 -9.406** 
 (4.430) (0.710) (0.696) (3.203) (2.191) (3.624) (2.846) 
Service Oriented PSS -0.859 -0.236 -0.570 -0.792 -0.160 -1.910 3.510 
 (4.052) (0.890) (0.999) (2.563) (2.182) (3.461) (2.630) 
Use Oriented PSS 0.468 -0.044 -0.742 N/A -0.612 4.500 2.710 
 -4.052 (1.909) (1.510)  (3.207) (7.330) (4.833) 
従業員数 -0.002 -0.001** 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 
 (0.011) (0.000) (0.000) (0.001) (0.000) (0.002) (0.000) 
定数項 7.709** 8.218*** 7.004*** 3.357* 6.927*** 3.807 8.883*** 
 (3.091) (0.545) (0.276) (1.688) (0.864) (2.508) (1.233) 
R2 乗 0.033 0.010 0.002 0.053 0.016 0.028 0.177 
F 0.546 1.969 0.336 0.898 0.237 0.443 2.577 
観測数 84 978 799 68 76 83 65 
 
被説明変数 利益率           
 日本 アメリカ 




  製造業 製造業 製造業 製造業 製造業 製造業 
Integrated Oriented PSS -0.868 -0.719 -1.396* -0.973 0.891 -0.171 
 (-1.942) (-0.772) (-0.766) (-3.528) (-1.728) (-1.098) 
Product Oriented PSS 0.79 0.292 0.987 -2.241 -0.176 -0.59 
 (-1.371) (-0.629) (-0.674) (-6.495) (-2.629) (-1.497) 
Service Oriented PSS -0.03 0.274 -0.027 2.849 -3.665* 0.388 
 (-1.828) (-0.819) (-0.767) (-5.984) (-2.09) (-1.075) 
Use Oriented PSS 0.544 -0.484 0.151 -12.564 -0.959 -2.880* 
 (-2.978) (-0.941) (-0.965) (-10.181) (-2.393) (-1.105) 
従業員数 -0.002 0 0 -0.006 0.002** 0 
 (-0.005) (0) (0) (-0.014) (-0.001) (0) 
定数項 5.684*** 5.85*** 6.406*** 2.86 2.383* 6.893*** 
 (-1.341) (-0.437) (-0.284) (-3.825) (-1.244) (-0.566) 
R2 乗 0.002 0.005 0.009 0.032 0.072 0.025 
F 0.113 0.614 0.773 0.402 3.829 2.098 
観測数 258 623 443 65 250 420 
(***p<0.01; **p<0.05; *p<0.1) 
 
第九項 まとめ 














 →結果：Service Oriented PSS のみマイナスに有意。 
RQ4: サービスコンポーネント別では、固定費がかからない Design and Development と
Financial Services と Consulting Services と Leasing Services は利益率にプラスに有意とな
り、一方、固定費がかかる他のコンポーネントでは利益にマイナスに働く。 
→結果：Design and Development Services のみプラスに有意。一方 Systems and 
Solutions、 Installation and Implementation Services、Outsourcing and Operating 



















また、PSS 別においては、中国の中規模製造業で Product Oriented PSS でプラスに有意、
イギリスの大規模製造業では Integrated Oriented PSSでプラスに、Product Oriented PSS
でマイナスに有意、日本の大規模製造業では Integrated Oriented PSS にマイナスに有意。
また、アメリカにおいては、中規模製造業の Service Oriented PSS と大規模製造業の Use 









































 では、このような共通項の見出した PSS 別の事例を「価値の定義」「価値の算出」「価値
の提供」「価値の回収」のフレームワークにあわせて記述していきたい。 
 まず、Integrated Oriented PSS の代表例は、建機の製造販売で世界２位のシェアを持つ













 次に、Service Oriented PSS の代表例として、三菱日立パワーシステムズ株式会社



















のである(石垣, 毛利, 後藤, &永渕, 2018)。 

















Milestone  XProtect®概要)。 
 第四に、Use Oriented PSS についてであるが、これはモノよりサービスが顧客の求める
主体となり、製品をレンタルやシェアして顧客が製品を保持しない形態である。製品の保










ジン提供による課金ではなく、Power by The hour のネーミングの通り、時間単位で費用
の請求をする。エンジンを顧客が保有し顧客が保守運用をするのではなく、エンジンやそ
の関連サービスを全て Rolls-Royce 側で受ける形をとっている(Royce celebrates 50Th 





















がある。ここに記載する具体的な施策については、Gebauer,et al., (2005)と Martinez, Basti, 











































































ここに書き記す。まず、今回のサービス化の元となる Description and History は、経年の
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サービス化：Design and Development Services / Property and Real Estate / Consulting Services 
/ Leasing Services 
NIPPON CHEMICAL INDUSTRIAL CO LTD 
The Company is engaged in the manufacture, purchase and sale of chemical products and 
electronic materials. The Company operates in four business segments. The Chemical Products 
segment is engaged in the manufacture and sale of inorganic chemicals, as well as the 
entrusted processing and recycling of industrial waste. The Functional Products segment is 
engaged in the manufacture and sale of organic chemicals. The Leasing segment is engaged in 
the leasing of real estate, as well as the provision of real estate management and consulting 
services. The Others segment is involved in the sale of books, the measurement of environment, 
the provision of chemical filters, as well as the design, construction and sale of air conditioning 
facilities and equipment, among others. The Company was founded in September 1893, and 
incorporated on September 16, 1915. Its shares were listed on the first section of Tokyo Stock 
Exchange in May 1949. It listed in First Section Osaka Stock Exchange in June 1949 and on the 
First Section Niigata Stock Exchange and Nagoya Stock Exchange in July 1949. Later, it's shares 
were transferred to first section Sapporo Stock Exchange in April 1951. It has delisted from 






サービス化：Maintenance and Support Services / Systems and Solutions / Property and Real 
Estate 
TOKYO KIKAI SEISAKUSHO LTD 
The Company is a company principally engaged in the manufacture and sale of press control 
systems.  The Company is active in three business segments. The Web Press-related segment 
is involved in the manufacture and sale of Web presses, as well as the provision of related 
maintenance services.  The System Control Equipment-related segment is engaged in the 
manufacture and sale of computer-related peripheral devices for printing machinery.  The 
Real Estate Rental segment is engaged in the management of parking lots owned by the 
Company.  The Company was established on February 15, 1916.  The Company share was 
listed on Tokyo Stock Exchange and Osaka Stock Exchange in May 1949. 
 
事例 3： 
サービス化：Design and Development Services / Systems and Solutions / Installation and 
Implementation Services / Financial Services / Consulting Services / Procurement Services / 
Transportation and Trucking Services 
CHIYODA CORPORATION 
The Company is a Japan-based company engaged in the integrated engineering business. It has 
two business segments. The Engineering segment is engaged in the planning of various 
industrial and consumer facilities, as well as pollution control, environment improvement and 
disaster prevention facilities. This segment is also engaged in the design, procurement and 
installation of related devices and equipment, civil engineering and construction works, 
electrical works, instrument and pipe works, trial operation, as well as other related businesses. 
The Others segment is engaged in the provision of travel service, air transportation service, 
consultation services on finance, accounting and tax, employee detachment and investigation, 
as well as the development and sale of computer systems and software. The Company was 
established on January 20, 1948.  
